
お だか こう の すけ

尾 高 煌之助

Ⅰ

驚くべき事実発見と確認の書である。北朝鮮への

日本，ソ連，中国，そして韓国からの輸出統計（１９６１

～２００６年）をベースに，金日成・正日支配下におけ

る北朝鮮の物資調達の様子を明らかにする。つとめ

て厳正・中立に，価値判断を交えぬ態度で終始する。

叙述は終始穏やか，明晰，そして冷静である。

Ⅱ

１９４５年８月８日，スターリンは対日宣戦を布告し

た。ソ連軍は，このときソ連領内にいた金日成を伴

って，日本植民地（当時）朝鮮北部に侵攻する（２３

ページ）。金日成はただちにこの地域にある工業施

設を検分してその利用価値を認め，北朝鮮が正式の

政府になって（１９４８年）からは，軍備整備と拡充に

とりわけ強い関心を示す。彼は，社会主義国として

資本主義諸国の勢力を克服する道を歩む決意を表明

し，人民軍を組織する。その最初の軍事行動が，１９５０

年の南朝鮮（韓国）侵攻だった。戦況は最初人民軍

が優勢だったが，国連軍（米軍）の到着によって平

穣が奪回された。しかしやがて，中国の応援によっ

て平穣を再び取り返し，両軍睨み合いの状態となっ

た。その後，３８度線での停戦が合意された（１９５３年）。

金日成が目指した軍事強国の形成は，自力では叶

わず，ソ連および中国の技術と無償援助とが不可欠

であった。彼は，この両国と協定を結び，必要な支

援の約束をとりつける。しかしながら，この両国と

ても技術力において万全ではなく，それぞれの経済

近代化のためには西欧諸国の支援を必要とし（３３～

３４ページ），支援を得て初めて米ソ対立の国際政治

バランスを実現できる状態だった。また中国は，そ

の後大革命に突入してからは，国外の支援どころで

はなくなった。この状況下において，北朝鮮がその

軍事工業化のために頼りにできるのは日本の経済力

だった。日本は朝鮮戦争を契機に経済成長を開始し，

工業力の上でも技術力の上でもすぐれた成果をあげ

ていたからである。地理的にも至近距離で，輸送コ

ストが低いという好条件を備えていた。

しかしながら，金日成の理想実現には，国際政治

情勢が邪魔をした。アメリカ合衆国の意向を受けた

吉田内閣は，北朝鮮の意向に賛成のはずがなかった。

韓国も，日朝の接近を望むところではなかった。ま

た，日本世論の反感もあった。敗戦直後，武力革命

意欲に燃えた（日本共産党を含む）在日朝鮮人グル

ープが全国各地で交番を襲撃した事件（１９５２年）の

余韻は，いまだ冷めていなかった（４３ページ）。

だが，金日成（そして彼を継いだ金正日）は，あ

らゆる手立てを尽くして，日本の工業品（とくに金

属・鉄鋼，機械器具，さらには核兵器の諸材料）と

技術（エンジニア，科学者，科学・技術文献）の確

保と導入に努力した。必要とする物資の流れは，初

めは密輸によったが，朝鮮戦争終結後には日本国内

で日朝親善運動が広がり，１９５６年には対中貿易の形

をとりつつも日朝貿易が開始した（５９ページ）。ま

た，日朝協会と在日本朝鮮人総聯合会（総聯）が支

援する在日朝鮮人の帰国に際してかなりの外貨（ポ

ンド建て，１９６０年までに１億３０００万円）が持ち帰ら

れ，北朝鮮の外資収入となった（６５ページ）。

池田内閣の下では，日朝貿易会，日朝協会等の根

強い陳情が効を奏して両国間バーター取引が認可さ

れ（１９６１年），日・朝銀行間のコルレス契約が締結

された（６２年）（７３ページ）。１９６５年には平穣で日本

商品展示会が開かれ，その後，日本人科学者・技術

者の訪朝も実現した。この間，総聯は，同和信用組

合（１９５２年設立）を朝銀に育てる一方，５６年には朝

鮮大学校を設立し（注１），初等・中等学校を日本各地

に開設した。また，総聯が後押しした帰国者たちは，

帰国の際，多くの資材を持ち帰った（８３ページ）。

木村光彦・安部桂司著

『戦後日朝関係の研究──対
日工作と物資調達──』

知泉書館 ２００８年 xviii＋３２５ページ
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日本からの輸入額は，１９７０年代の初めまで，早い速

度で上昇した（図１）。

Ⅲ

１９６０年代の終りからは北朝鮮の貿易収支が悪化し，

デフォルトが発生した。債務が増加する一方，日本

外務省は，日本からのボルト・ナット製造設備の輸

出（１９７３年）が北朝鮮の軍事力増加に寄与するのを

恐れる韓国の意見を尊重して，当分の間，輸銀融資

を認めないことにした（１０５ページ）。

しかし総聯は，引き続き各界に働きかけて交易を

促進した。金日成の指示に従い，合弁，ミサイル開

発協力，科学・技術協力などが実施された（注２）。大

手の企業も含めて，現地へのプラント輸出の計画や，

商社員・技術者などの渡航も増加した（注３）。１９７２年

には，北朝鮮の技術代表団の訪日も実現した（１２６

ページ）。また，日本の経済成長の結果，在日の韓

国人・朝鮮人の所得と資産も豊かになり（その上昇

率は，日本人のそれを上回る速度だった），その一

部は現金の形で日本海を渡った。もっとも，在日朝

鮮人の富裕化と並行して，彼らの総聯離れも進行し

たという（１１６ページ）。

にもかかわらず，１９８０年代には，日本からの輸入

が減少した。そのきっかけは，１９８５年の東芝機械事

件以降，日本政府がココム（Coordinating Committee

for Export Control : Cocom, 対共産圏輸出統制委員

会）規制の適用を厳格化したことにあった（１３１ペ

ージ）（注４）。その半面，北朝鮮から日本への輸出は増

加したので，両国間の貿易収支は日本側の赤字にな

った。

１９９４年，金日成が死去し，金正日の時代が到来し

てから，軍事力増強の方針は強化された。他方，日

朝国交正常化交渉が始まり，交易では東アジア貿易

研究会がその仲介の中心的役割を担った。

その一方，１９８０年代には，大量破壊兵器関連の物

資や技術の輸出を規制する国際管理制度が発足した。

また，ココムに代わってWA（Wassenaar Arrange-

ment）が発足（１９９６年）したので制約が厳しくな

り，日本からの輸出は減少した（１６６～１７０ページ）。

図１ 日本の対北朝鮮（名目）輸出額

（出所） 本書付表１（p．２２２）にもとづく。
（注）２００１年の突出は，穀物輸出による。
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さらに，バブル不況に伴う朝銀の事実上の破綻（１９９７

年）とそれに伴う東海商事の破産（９９年），総聯が

関係したいくつかの合弁事業の失敗などは，総聯の

衰退を招いた（１５５～１５６ページ）だけではなく，日

朝交易にマイナスの影響をもたらしたに違いない。

このように，バブルの発生と崩壊とは，日朝関係

にも少なからぬ影響を与えたのである。

Ⅳ

ところで，北朝鮮が成立してから拉致事件の発覚

に至るまで，平和主義を奉ずる日本の政治家，文化

人，科学者などの多くは，同政権に対する協力の姿

勢を示した。日本政府は，この期間中，一貫して日

朝交流に消極的だったが，しかし，拉致事件が発覚

するまでは，その姿勢は徐々に緩和する傾向にあ

り（注５），さまざまな「工作」活動に関しても楽観的

態度をとり続けていた（１９９～２００ページ）。

しかし，著者たちによれば，これらの事実のどれ

にも増して注目に値するのは，北朝鮮の日本からの

物資の調達であった。事実，本書の巻末に備えられ

た統計表から試算すると，日本からの輸入額は，北

朝鮮に対する輸出国中，上位３位を下ることはなか

った。ちなみに図２は，関係地域からの推定輸入額

（１０００米ドル表示）を，日本の値を１として表現し

たものである（ただし，ソ連からの輸入の１９８５～９０

年の急増は，「ソ連による輸出価格引き上げの結果

であり，実質的増加ではなかった」（１３３ページ）の

で，かなり割り引いて評価せねばならない）（注６）。

同じ統計を，図２に示した上位３地域の統計がほ

ぼ揃う１９９０年当時のこれらの地域からの北朝鮮輸入

総額合計に占める割合で示せば，ソ連６４．９パーセン

ト，中国２３．６パーセント，日本１１．１パーセント，韓

国０．４パーセント（注７）という結果が得られる。同じこ

とを，鉄鋼・金属・機械器具に限って計算すると，

ソ連の優位は変わらないが，中国と日本との順序が

入れ替わる（ソ連６５．４パーセント，日本２４．５パーセ

ント，中国１０．１パーセント，韓国０．０１パーセント）。

図２ 北朝鮮の輸入総額比較

（出所） 本書pp．２２２，２４８，２５０，２６４―２６６のデータにより計算。
（注） USドル表示額を日本からの輸入額の倍数で表示。
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こうしてみると，日本から北朝鮮に対して供給さ

れた物資的サービスは，日本国内で認識されてきた

よりもはるかに多く，また広範囲に及んでいたこと

がわかる。問題は，それらのほとんどが，先方の軍

事力強化に注ぎ込まれていたのがほぼ確かだという

事実である。しかもこの間，良識派を自認する日本

の知識人や政治家たちは，（平和主義の旗の下に）

間接的にではあれ，事実上この運動に協力してきた

ことになる，という。

Ⅴ

「北朝鮮は経済開発に完全に失敗した」，と著者

たちはいう（１９８ページ）。これは，ひとつの実験結

果の判定ともいえる。すなわち，軍事支出に力を入

れすぎると（強兵にのみ目を向けると），拡大再生

産どころか，単純再生産すらもままならなくなり，

自生的な経済の営みは，結局のところつぶれてしま

うのである。

かつてマルクス経済学者たちはいったものだ。「資

本主義は，不況を防ぐために──つまり，過少消費

によって景気が悪くならぬために──，さらには経

済が成り立ってゆくためにすらも，軍需を必要とす

る」と。これは，ケインズ的有効需要の議論の一変

形ともいえる。だが，この議論は，それが当たって

いる場合でも，短期に限られた話だ。

もちろん軍需には，いまひとつの，金に糸目をつ

けずに開発投資をやるという側面がある。アメリカ

合衆国では，その結果としてコンピューターが生ま

れ，IT革命が全世界に広まった。だが，同類の投資

は，ソ連でも実施されたが，ソ連経済の活性化に結

びついたようにはみえない。高すぎるリスクを公的

に（軍需によってでも）負担する形で R&D投資を

進めるにしても，経済の基盤には市場競争を維持す

ることこそが，長期的な拡大再生産を産み出すので

ある。

だが，この判定と，実験を観察した第三者として

とるべき行動とは次元が異なる。日本には，過去の

歴史や経験を十分に見つめ，現状を冷静に観察し，

勇気をもって行動することが求められていると思

う（注８）。欧米諸国が，おのれの奉ずる行動原理に従

わない国々を武力や経済制裁で無理矢理方向換えさ

せる方策をとりがちなのに対して，それに同調しよ

うともがくのではなく，むしろその代案を探索・提

案するために苦心し，かつ大胆であって欲しいもの

である。

（注１） 朝鮮大学校開設に際しては，金日成は多額

の資金（２億２０００万円）を贈り（１９５７年），科学者や

技術者の育成に対する期待を表明したという（４８ペー

ジ）。

（注２） ちなみに，１９８２年には「一冊の会」運動が

開始され，多くの邦語文献（科学・技術書，関連雑誌，

マニュアルなど）が８０年代末までに合計２２万点発送さ

れたという（１２６ページ）。

（注３） 商社員と技術者との渡朝は，１９７２～７３年に

は５００～８００名に達したという（１０３ページ）。

（注４） もっとも，第三国経由の輸入，個人による

物資供給などの抜け道があったという（１３２ページ）。

（注５） 産業政策に関連する事例を探すと，酸素分

離機等の延べ払い輸出認可（１９６４～６５年），タオル・

プラントおよびボルト・ナット製造設備に対する輸銀

融資（７３年），３０社に対する合計３００億円の輸出保険の

支払い（８６年）などがある（それぞれ７４，１０３，１０７ペー

ジに記載）。

（注６） とりわけ日本からの輸入額は，密貿易や第

三国経由の交易が含まれていないので，過少推計の可

能性があるという（１３２ページ）。ちなみに，図２中に

示したソ連からの輸入額は，ルーブル表示の原数値を，

１９６１年制定の公定レート（１米ドル＝０．９ルーブル）

を使って米ドルに変換したものである。

ただし当時は，ソ連の「友好価格」なるものが存在

し，原料・資源類は国際相場に比してとびきり低い価

格が設定されていたといわれる。それゆえ，これらの

財のソ連からの輸入額には，過小評価の可能性がある。

他方，ソ連から大量に輸入された産業機械（工作機械

など）に関しては，西側諸国の産業機械とは規格も性

能も大きく異なるので，その価額の評価が過大か過小

かは俄かには判断できないという（これら２パラグラ

フの情報は，雲和広氏の教示に負う）。
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（注７） ただし，韓国の数値は１９９１年以降しか得ら

れないので，この計算では，９１年の韓国値を代用した。

なお，これら４カ国に次ぐ主要５カ国を含めて計算す

ると，同じ比率は，ソ連５５．４パーセント，中華人民共

和国２０．１パーセント，その他高位５カ国１４．７パーセン

ト，日本９．５パーセント，韓国０．３パーセントとなる。

（注８） 日本の近代史を顧みると，理論やイデオロ

ギーに陶酔して体験や観察を怠り，狭い枠のなかで下

された判断にもとづいて行動した結果失敗したケース

が，何度か繰り返されてきたように思われる。

（一橋大学名誉教授・法政大学名誉教授）
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